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１．研究の背景

◆ 欧州においては、再生プラスチックの使用を義務付ける制度や規制案を発表（今後、規制が世界的に拡大していくこ
とも予想され、メーカー各社が再生材の導入を進めていく等、国内においても再生プラスチックの需要拡大の可能性
有）。

◆ 昨年度、「プラスチック類」を対象とした動静脈連携による資源循環の強化を目指し、将来的な再生プラスチックの
需要や供給可能量の分析を行うとともに、広島県内の動脈側及び静脈側への実態調査を実施し、基礎情報を収集。

◆ 動静脈連携に向け静脈側で今後取り組むべき方策を検討。

２．研究目的

◆ 自動車業界への再生プラスチックの利用拡大をテーマと
し、動静脈連携の構築に向けた研究を引き続き実施。

◆ 今年度は特に「動脈側の管理に必要となるデータ提供」
に着目し、国が検討中であるプラスチック情報流通プ
ラットフォームに関して、静脈側企業の対応可能性や連
携に向けて今後必要となる取組について整理。

手順 方策

STEP①（2025年頃） 【方策①】動静脈連携における体制整備

STEP②
（2025年～2028年頃）

【方策②】再生プラスチックの品質の高度化に
向けた技術開発

【方策③】基礎情報の収集・分析
（本年度の研究対象）

STEP③
（2025年～2031年頃）

【方策④】協業による広域連携体制の構築
【方策⑤】静脈側でのデータ連携体制の構築

３．研究の成果

（1）データ連携に関する基礎情報の収集

（2）産業廃棄物処理業の取組状況等
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（3）今後の取組方策

欧州の最新動向を整理するとともに、ヒアリング調査
等により、データ連携に向けた国内の取組状況を整理
し、産業廃棄物処理業におけるデータ連携に必要とな
る要点を整理。

中四国圏域の産業廃棄物処理業へのアンケート調査を
実施し、情報の管理状況やデータ連携に向けて必要と
なる取組事項について整理。

【データ連携に向けた要点】
◆ データ連携に関する仕組みは構築されているものの、産

業廃棄物を対象とした検討は進んでおらず、整理できる
情報の内容等の課題点等は不明。

◆ データ連携に向けては静脈事業者のみでなく、再生プラ
スチックを製造する事業者（動脈事業者）と連携が必要
であり、サプライチェーンに沿って検討を進めることが
有効。また、データのみでなく、モノの流れも併せて検
討を進めていくことが重要。

【データ連携に向けた必要となる取組】
◆ 産業廃棄物処理業で情報管理を行うためには排出事業者

からの情報提供が必要であり、理解と協力を確保するこ
とが必要。混合された場合には管理できる情報に限界が
あるため、排出事業者での分別排出等の徹底も必要。

◆ 現時点の産業廃棄物処理業では情報管理は行われていな
い割合が高いため、情報管理が行える環境整備が必要。

動脈事業者及び動脈事業者が連携し、産業廃棄物由来
の再生ペレットを製造するとともに、データ連携に向
けた対応の可能性を検討することが必要。
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